
 
 

国 立 大 学 法 人 京 都 大 学 特 定 有 期 雇 用 教 職 員 就 業 規 則 等 新 旧 対 照 表 
改   正   前 改   正   後 

国立大学法人京都大学特定有期雇用教職員就
業規則 

（平成１８年達示第２１号） 
（前 略） 
（契約期間） 
第１９条 特定専門業務職員の契約期間は、５年以
内とし、通算５年の期間を限度として、更新する
ことができる。 

２ 前項の規定にかかわらず、総長の認める特定のプ
ログラム、プロジェクト等により雇用される特定
専門業務職員の契約期間は、当該プログラム、プ
ロジェクト等の継続する期間以内とすることがで
きる。この場合において、当該契約期間は、これ
を更新しない。 
３ 前２項の規定にかかわらず、研究開発システム
の改革の推進等による研究開発能力の強化及び研
究開発等の効率的推進等に関する法律（平成２０
年法律第６３号。以下「研究開発力強化法」とい
う。）第１５条の２第１項第１号又は第２号に該
当する場合の契約期間は、通算１０年の期間を限
度として、１回に限り更新することができる。 
４ 前３項の規定にかかわらず、大学が特に必要と
認めた場合は、同項に定める期間を超えて更新す
ることができる。 
５ （略） 
（中 略） 
（契約期間） 
第２３条 特定職員の契約期間は、５年以内とし、
通算５年の期間を限度として、更新することがで
きる。 
２ 前項の規定にかかわらず、総長の認める特定のプ
ログラム、プロジェクト等により雇用される特定
職員の契約期間は、当該プログラム、プロジェク
ト等の継続する期間以内とすることができる。こ
の場合において、当該契約期間は、これを更新し
ない。 
３ 前２項の規定にかかわらず、研究開発力強化法
第１５条の２第１項第１号又は第２号に該当する
場合の契約期間は、通算１０年の期間を限度とし
て、１回に限り更新することができる。 
４ 前２項の規定にかかわらず、トップレベル拠点
プログラム又はｉＰＳ細胞研究プログラムにより
雇用される特定職員の契約期間は、当該プログラ
ムの継続する期間以内とし、当該期間を限度とし
て、更新することができる。 
５ 前各項の規定にかかわらず、大学が特に必要と
認めた場合は、同項に定める期間を超えて更新す
ることができる。 
６ （略） 
 （後 略） 

 
 
 
 
（契約期間） 
第１９条  
 
 
２ 
 
 
 
 
         （同 左） 
３  
 
 
 
 
 
 
４ 前３項の規定にかかわらず、総長が特に必要と
認めた場合は、同項に定める期間又は回数を超え
て更新することができる。 
５ （同 左） 
 
（契約期間） 
第２３条  
 
 
２  
 
 
 
 
 
３        （同 左） 
 
 
 
４ 
 
        
 
 
５ 前各項の規定にかかわらず、総長が特に必要と
認めた場合は、同項に定める期間又は回数を超え
て更新することができる。 
６ （同 左） 
 



 
 

改   正   前 改   正   後 
国立大学法人京都大学有期雇用教職員就業規
則 

（平成１７年達示第３７号） 
（前 略） 
（契約期間及び更新） 
第４条  有期雇用教職員の契約期間は、一の事業年
度以内とする。 
２ 契約期間は、これを更新することがある。ただ
し、有期雇用教職員として雇用される期間が、通
算５年（研究員については１０年）を超えないも
のとする。 
 
 
 
３ 前項ただし書の規定にかかわらず、別表第
２及び別表第３のその他の事項欄において、
特段の定めがある場合は、この限りでない。 

 
４・５ （略） 
 （後 略） 
 

国立大学法人京都大学時間雇用教職員就業規
則 

（平成１７年達示第３８号） 
 （前 略） 
 （定義） 
第２条 この規則において時間雇用教職員とは、期
間を定めた労働契約により雇用する教職員のうち、
１週間の所定の勤務時間が３０時間を超えない者
で、別表第１、別表第２及び別表第３の職名欄に
定める者をいう。 
 
２ （略） 
 （中 略） 
（契約期間及び更新） 
第４条 時間雇用教職員の契約期間は、一の事業年
度以内とする。 
２ 契約期間はこれを更新することがある。ただし、
時間雇用教職員として雇用される期間が、通算５
年（研究員については１０年）を超えないものと
する。 
 
 
 
 
３ 前項ただし書の規定にかかわらず、別表第
２及び別表第３のその他の事項欄において、

 
 
 
 
（契約期間及び更新） 
第４条  （同 左） 
 
２ 契約期間は、これを更新することがある。ただ
し、有期雇用教職員として雇用される期間が、通
算５年を超えないものとする。 
 
３ 前２項の規定にかかわらず、研究員の契約期間
は、１０年以内とし、通算１０年の期間を限度と
して、更新することができる。 
４ 第２項ただし書及び前項の規定にかかわら
ず、別表第２及び別表第３のその他の事項欄
において、特段の定めがある場合は、この限
りでない。 
５・６ （同 左） 
 
 
 
 
 
 
 （定義） 
第２条 この規則において時間雇用教職員とは、期
間を定めた労働契約により雇用する教職員のうち、
１週間の所定の勤務時間が３０時間（研究開発補
佐員については３８時間４５分）を超えない者で、
別表第１、別表第２及び別表第３の職名欄に定め
る者をいう。 
２ （同 左） 
 
（契約期間及び更新） 
第４条 （同 左） 
 
２ 契約期間はこれを更新することがある。ただし、
時間雇用教職員として雇用される期間が、通算５
年を超えないものとする。 
 
３ 前２項の規定にかかわらず、研究開発補佐員及
び研究員の契約期間は、１０年以内とし、通算 
１０年の期間を限度として、更新することができ
る。 
４ 第２項ただし書及び前項の規定にかかわら
ず、別表第２及び別表第３のその他の事項欄



 
 

改   正   前 改   正   後 
特段の定めがある場合は、この限りでない。 
 
４・５ （略） 
 （中 略） 
 （労働条件の明示） 
第９条 時間雇用教職員の採用に当たっては、採用
予定者に対し、次の各号に掲げる事項を明示する。 
(1)～(3) （略） 
(4) 始業及び終業の時刻、所定の勤務時間（第３８
条第１項又は第２項による勤務時間をいう。以
下同じ。）を超える労働の有無、休憩時間、休
日並びに休暇に関する事項 
(5)～(9)  
２ 
 （中 略） 
（勤務時間、休憩時間） 
第３８条 時間雇用教職員の勤務の始業及び終業の
時刻並びに休憩時間は、次の各号に定めるとおり
とする。 
(1) 始業 午前９時 
(2) 終業 午後４時 
(3) 休憩 正午から午後１時まで 
２ 前項の規定にかかわらず、１週間につき３０時
間を超えない範囲内において個別に定めることが
ある。 
 
 
 
 （中 略） 
（年次休暇） 
第４５条 時間雇用教職員の有給の年次休暇は、次
の各号に定める日数とする。 
(1) １週間の勤務日が５日以上とされている時間
雇用教職員、１週間の勤務日が４日以下とされて
いる時間雇用教職員で１週間の勤務時間が３０
時間であるもの及び週以外の期間によって勤務
日が定められている時間雇用教職員で１年間の
勤務日が２１７日以上であるものが、雇用の日
から６月間継続勤務し、全勤務日の８割以上出
勤した場合 次の１年間において１０日 
(2) （略） 
(3) １週間の勤務日が４日以下とされている時間
雇用教職員（１週間の勤務時間が３０時間であ
る時間雇用教職員を除く。）及び週以外の期間
によって勤務日が定められている時間雇用教職
員で１年間の勤務日が４８日以上 ２１６日以
下であるものが、雇用の日から６月間継続勤務

において、特段の定めがある場合は、この限
りでない。 
５・６ （同 左） 
 
（労働条件の明示） 
第９条  
      （同 左） 
(1)～(3)  
(4) 始業及び終業の時刻、所定の勤務時間（第３８
条第１項、第２項又は第３項による勤務時間を
いう。以下同じ。）を超える労働の有無、休憩
時間、休日並びに休暇に関する事項 
(5)～(9)  
２ 
 
 （勤務時間、休憩時間） 
第３８条 時間雇用教職員の勤務の始業及び終業の
時刻並びに休憩時間は、次の各号に定めるとおり
とする。 
(1) 始業 午前９時 
(2) 終業 午後４時 
(3) 休憩 正午から午後１時まで 
２ （同 左） 
 
 
３ 前２項の規定にかかわらず、研究開発補佐員に
ついては１週間につき３８時間４５分を超えない
範囲内において個別に定めることができる。 
 
（年次休暇） 
第４５条 時間雇用教職員の有給の年次休暇は、次
の各号に定める日数とする。 
(1) １週間の勤務日が５日以上とされている時間
雇用教職員、１週間の勤務日が４日以下とされて
いる時間雇用教職員で１週間の勤務時間が３０
時間以上であるもの及び週以外の期間によって
勤務日が定められている時間雇用教職員で１年
間の勤務日が２１７日以上であるものが、雇用
の日から６月間継続勤務し、全勤務日の８割以
上出勤した場合 次の１年間において１０日 
(2) （同 左） 
(3) １週間の勤務日が４日以下とされている時間
雇用教職員（１週間の勤務時間が３０時間以上
である時間雇用教職員を除く。）及び週以外の
期間によって勤務日が定められている時間雇用
教職員で１年間の勤務日が４８日以上 ２１６
日以下であるものが、雇用の日から６月間継続

（同 左） 



 
 

改   正   前 改   正   後 
し全勤務日の８割以上出勤し、又は雇用の日か
ら１年６月以上継続勤務し６月経過日から起算
してそれぞれの１年間の全勤務日の８割以上出
勤した場合 次の１年間において、次の表の１
週間又は１年間の勤務日の日数欄の区分に応
じ、継続勤務期間の項の区分ごとに定める日数 

 
 （中 略） 
別表 （略） 
 
 

勤務し全勤務日の８割以上出勤し、又は雇用の
日から１年６月以上継続勤務し６月経過日から
起算してそれぞれの１年間の全勤務日の８割以
上出勤した場合 次の１年間において、次の表
の１週間又は１年間の勤務日の日数欄の区分に
応じ、継続勤務期間の項の区分ごとに定める日
数 

 
別表 （別紙のとおり） 
   附 則 
 この規則は、平成２７年４月１日から施行する。

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 



 
 

（別紙） 
別表第１ 

職名 資格・職務能力 職務内容 雇用年齢上限 その他の事項 

事務補佐員 当該業務の遂行能力が
ある者 

事務の補佐業務に 
従事 

満６０歳 
（ただし、大学
が特に認めた
場合は、満６５
歳） 

・当該雇用経費の趣旨に添
った雇用に限る 
・本学に在籍する学生は、
原則としてオフィス・アシ
スタントとして雇用する 

技術補佐員 技術に関する職務の 
補佐業務に従事 

医療技術 
補佐員 

医療技術に関する職
務の補佐業務に従事 

技能補佐員 技能に関する職務の 
補佐業務に従事 

教務補佐員 業務に関連のある分野
の修士修了以上又は２
年以上の業務に有益な
実務経験がある者 

教務に関する職務の 
補佐業務に従事 

労務補佐員 当該業務の遂行能力が
ある者 

労務作業に従事 満６３歳 
（ただし、大学
が特に認めた
場合は、満６５
歳） 

研究支援 
推進員 

当該研究プロジェク
トに係る特殊な技能
や熟練した技術を必
要とする研究支援業
務に従事 

満６０歳 
（ただし、大学
が特に認めた
場合は、満６５
歳） 

・当該研究支援推進経費に
て雇用される場合に限る 
・学生、研究生等を除く 
・選考基準は当該部局が定
める 

研究開発 
補佐員 

当該プログラムに係
る研究開発に関する
職務の補佐業務に従
事 

・世界トップレベル国際研
究拠点形成促進プログラ
ム又はｉＰＳ細胞研究プ
ログラムにて雇用される
場合に限る 
・学生、研究生等を除く 
・選考基準は、研究開発シ
ステムの改革の推進等に
よる研究開発能力の強化
及び研究開発等の効率的
推進等に関する法律第 
１５条の２第１項第１号
の規定を考慮し、当該部局
が定める 
 

オフィス・ 
アシスタン
ト 

本学に在籍する学生 事務、技術、技能、教
務、医療技術若しくは
看護技術に関する補
佐業務又は労務作業
に従事 

－ ・勤務時間は原則として週
２０時間以内とする 

 



 
 

別表第２、別表第３ （略） 
 
 
別表第４ 

職名 
 

時間給 
 

事務補佐員 
技術補佐員 
技能補佐員 
労務補佐員 
研究支援推進員 
オフィス・アシスタント 
(事務補佐、技術補佐、技能補佐又は労務の作業の業務に限る) 

 

900円から1,600円までの範囲で 
50円単位の額 

医療技術補佐員 
オフィス・アシスタント 
(医療技術補佐の業務に限る) 

 

900円から1,900円までの範囲で 
50円単位の額 

看護技術補佐員 
オフィス・アシスタント 
(看護技術補佐の業務に限る) 

 

1,000円から2,500円までの範囲で 
50円単位の額 

教務補佐員 
研究開発補佐員 
オフィス・アシスタント 
(教務補佐の業務に限る) 

 

1,200円から2,000円までの範囲で 
50円単位の額 

※ 雇用する者の経験及び就かせる業務の内容等により単価を決定するものとする。 
 
 
別表第５、別表第６、別表第７ （略） 


